
証券コード：7502

第37回　定時株主総会

招集ご通知

開催日時 議　　案
2024年６月27日(木曜日) 午前10時
受付開始午前９時30分

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を

除く）3名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役3名選任の件

　

開催場所

株主総会にご出席いただけない場合

書面（郵送）又はインターネットにより議決権を行使
くださいますようお願い申しあげます。
議決権行使期限
2024年６月26日(水曜日) 午後６時まで

東京都中央区日本橋兜町7-1
KABUTO　ONE　HALL&CONFERENCE４階
ホールＢ

　
株式会社プラザホールディングス



株 主 各 位 証券コード  7502
招集通知発送日：2024年６月11日

電子提供措置開始日：2024年６月６日
東京都中央区晴海一丁目8番10号

株式会社プラザホールディングス
代表取締役社長 大島　康広

　【当社ウェブサイト】
　https://www.plazaholdings.co.jp/ir-information/

　【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://soukai.plazaholdings.co.jp

第37回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第37回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置
をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　上記の当社ウェブサイトにアクセスいただき、「年月別 IR資料」より「▶2024年6月」を選択し、「第37回定時
株主総会招集ご通知」欄よりご確認いただけます。

　上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「プラザホールディングス」又は「コー
ド」に当社証券コード「7502」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧閲覧/PR情報」を順に選択して、「縦覧書
類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認いただけます。

　また、上記の他、以下のウェブサイトでも電子提供措置をとっております。

　なお、３頁記載のいずれかの方法により議決権を行使することができますので、後記の株主総会参考書類をご検討
のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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■1 日　　時 2024年６月27日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
■2 場　　所 東京都中央区日本橋兜町7‐1

KABUTO　ONE　HALL&CONFERENCE　4階　ホールB
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

■3 目的事項 報告事項 1. 第37期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監
査結果報告の件

2. 第37期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第1号議案　剰余金処分の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）3名選任の件
第3号議案　監査等委員である取締役3名選任の件

■4 議決権行使について
のご案内

３頁に記載の【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。
(1)書面（郵送）により、議決権を行使された場合の議決権行使において、議案に対する賛否の表示

がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いします。
(2)インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効な

ものとしてお取り扱いいたします。
(3)インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時問わず、イ

ンターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

　● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、議事資料として本株主総会招集ご通知をご持参くださ
いますようお願い申しあげます。

　● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、１頁記載のインターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前および修正後の事項を掲載
いたします。

　● 電子提供措置事項のうち、法令および当社定款第1６条の規定に基づき、連結計算書類の連結注記表および計算書類の個別注記表につきまして
は、１頁記載のインターネット上の各ウェブサイトに掲載しております。本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆
様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

　● 節電の取り組みの一環として、当日は会場の空調を抑制させていただきます。また、軽装（クールビズ）にて開催させていただく予定ですの
で、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト（https://www.plazaholdings.co.jp）
以　上

記
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議決権行使についてのご案内

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　 2024 年 6 月 27 日（木曜日）午前10時（受付開始：午前9時30分）

　

場 所
　

KABUTO　ONE　HALL&CONFERENCE　4階
ホールB
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　 2024 年 6 月2６日（水曜日）午後6時到着分まで　

インターネットで議決権を行使される場合

パソコン、スマートフォンから議決権行使サイト（https://www.web54.net）にアクセスし、議決
権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」および「パスワード」をご入力いただき、画面の案
内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限
　

2024 年 6 月 26 日（水曜日）午後6時入力完了分まで　

議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合

書面（郵送）で議決権を行使される場合
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前9時～午後9時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移出来ます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。
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事前質問受付・インターネット中継受付　専用メールアドレス
soukai37@plazacreate.co.jp

＜インターネット中継＞
◎株主総会の模様は、株主総会当日午前１０時より、Zoomを用いたインターネットでライブ中継
いたします。視聴方法は、事前に参加受付専用メールアドレスにご連絡いただき、事務局よりウ
ェブサイトをご案内させていただきます。
※会場後方からの撮影といたしますが、やむを得ずご出席株主様が映り込んでしまう場合がござ
いますので、ご了承ください。

◎本総会のインターネット中継は視聴のみとなるため、議決権行使、質疑応答、コメント等は行え
ません。議決権の行使は前日分までとし、質疑は事前にメールにて承ります。

◎インターネット中継をご視聴いただくための通信料につきましては、株主様にてご負担ください
ますようお願い申しあげます。また株主様の通信環境や通信障害等によってインターネット中継
の視聴が行えない場合につきましても、当社は一切の責任を負いかねますのであらかじめご了承
ください。
◎万一何らかの事情により中継を行わない場合は、事前に弊社ホームページにて、お知らせいたし
ます。

＜インターネット中継　視聴受付方法＞
上記メールアドレスへ、件名「インターネット中継参加希望」と明記し、本文に以下３点株主様
情報をご記載ください。
①株主番号（議決権行使書：中央上に表記の番号）
②株主様氏名
③住所
追って事務局よりメールにて当日のインターネット中継のウェブサイトをご案内させていただき
ます。

　受付期限　２０２４年６月21日（金曜日）午後６時到着分まで
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事業報告（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項
(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過および成果
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルスの５類への移行により、経済活動の正常化を背景
に個人消費の増加や、インバウンド需要の回復など、景気は緩やかに回復の兆しを見せております。
　一方、様々な地域における国際情勢の緊迫化による地政学的リスクの高まりや、円安による物価上昇・原材料価
格の高騰等により、経済の先行きは不透明な状況にあります。
　このような事業環境において、当社グループは引き続き、モバイル事業の継続的成長と、パレットプラザをはじ
めとしたイメージング事業の新たな収益の柱となる事業の創出に積極的に取り組んでまいりました。

　モバイル事業においては、スマートフォンの値上がりによる買い替えサイクルが長期化しております。そのよう
ななかで店舗外での販売イベントを積極的に実施し、販売台数を確保するとともに、イベントにかかる人員の内製
化を進めることで販売費及び一般管理費を抑制しました。
　前連結会計年度を通じて行った店舗の統廃合で店舗数が減少したことにより減収となりましたが、営業利益は改
善しました。
　また、店舗の在り方も見直し、スマートフォン以外の商材やサービスの提案や、店舗内で高齢者向けにスマート
フォンの使い方教室を開催するなど、販売後の利用サポートで地域に根付いた店舗作りに取り組んでおります。
　なお、当連結会計年度末における店舗数は、82店舗となっております（前連結会計年度末89店舗）。
　デジタルデバイスと周辺ソリューションに対する企業の需要が増加していることを受けて、当社は法人営業部門
のスタッフを増員しました。これにより、当社の店舗を訪れる法人顧客には、単に端末を販売するだけでなく、企
業のデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進を支援することが可能になりました。
　以上の結果、モバイル事業の売上は減少しましたが、セグメント利益は増加しました。

　イメージング事業においては、「パレットプラザ」事業最大の商機である年賀状プリントは、Web年賀受付サー
ビスを含む当社チェーン店全体の販売枚数は956万枚（既存店前年同期比85.53％）となりましたが、販売戦略の
見直しにより、年賀状プリントの当社チェーン店全体売上高は前年同期比96.24％となりました。店頭での販売枚
数が減少したことで、FCオーナー店舗での年賀状プリントの内製化率が高まり、当社グループへの製造委託枚数
が減少し、FCオーナー向け年賀状プリントの卸売上高は減少しました。
　なお、パレットプラザの店舗数は、当連結会計年度末には、フランチャイズ店舗172店、直営店舗14店となり
ました（前連結会計年度末フランチャイズ店舗190店、直営店舗は22店）。
　グランピング事業においては、新しくオープンした「THE GLAMPING PLAZA 伊勢志摩BASE」は開業初期の
ため予定していた稼働率には若干届かなかったものの、既存の「THE GLAMPING PLAZA アルプスBASE」は予
定どおりの稼働率を達成しました。ただし、これらの活動がまだ収益に大きく貢献している段階ではありません。
　「One-Bo（ワンボ）」という“オンライン会議のための個室空間”パーソナル・ミーティング・ボックスの販売実
績は、テレワークからオフィス出社へ回帰が進むなかでもオンライン会議が定着したことにより好調に推移してお
ります。引き続き販売体制と製品増産体制の構築を強化してまいります。
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　前連結累計期間末と比較して、パレットプラザのフランチャイズ店舗の減少に伴う卸売上高の減少、および、新
規事業（グランピング事業及びアパレル事業）で当第１四半期連結累計期間から発生した固定費を回収できなかっ
たものの、パレットプラザでの店頭値上げなどにより、イメージング事業の業績は、売上高は微増、セグメント損
失の縮小となりました。

　以上の結果、当連結会計年度における売上高は、176億38百万円（前期比7.8％減）、営業利益は２億18百万円
（前期比138.0％増）、経常利益２億57百万円（前期比116.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益58百万
円（前期２億４百万の損失）となりました。

　当連結会計年度のセグメント別における概況と業績は次のとおりであります。
【モバイル事業】

　当連結会計年度のモバイル事業においては、イベントにかかる人員の見直しを進めることで販売費及び一般管理
費を抑制などにより、売上高は143億71百万円（前期比9.5％減）、セグメント利益は６億35百万円（前期比
61.0％増）となりました。

【イメージング事業】
　当連結会計年度のイメージング事業においては、パレットプラザでの店頭値上げをしたことなどから、売上高は
32億67百万円（前期比0.7％増）、セグメント損益は３億54百万円の損失（前期４億79百万円の損失）となりま
した。

② 資金調達の状況
　当連結会計年度の所要資金につきましては、金融機関から長期借入金として12億円の調達を行いました。

③ 設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資総額は、３億87百万円であります。その主なものは、店舗リニューアル及び出店に
よる設備什器、ならびに機械装置等であります。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　特記すべき事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　特記すべき事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　特記すべき事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　特記すべき事項はありません。
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区　　分 ( 2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

第34期

　 ( 2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで )

第35期

　 ( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

第36期

　 ( 2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで )

第37期
（当連結会計年度）

　
売上高 (百万円) 20,674 21,719 19,127 17,638
経常利益 (百万円) 390 247 119 257
親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純損失（△） (百万円) 732 120 △204 58

１株当たり当期純利益又は１
株当たり当期純損失（△） (円) 57.90 9.80 △84.17 24.34

総資産 (百万円) 12,239 12,129 11,681 11,027
純資産 (百万円) 2,805 2,682 2,310 2,246

(2) 財産および損益の状況

(注)１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総数に基づいて算出しております。
(注)２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第35期の期首から適用しており、第35期、第36期および第

37期に係る財産および損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
(注)３．当社は2023年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。第36期および第37期に係る１株当たり当期純利

益又は1株当たり当期純損失（△）につきましては、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載しております。

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

百万円 ％

株式会社プラザクリエイト 10 100.0 プリントショップの経営
携帯電話販売ショップの経営

(3) 重要な親会社および子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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(4) 対処すべき課題
　当社グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指し、既存事業における収益基盤の強化と新規事
業による新たな収益源の創出に取り組んでまいります。
今後、当社グループの企業価値を高め、経営基盤を安定させるため、以下の重点課題に対処してまいります。
①モバイル事業におきましては、戦略的な店舗投資や人材教育投資を引き続き行い、お客様のご要望に沿った利用

価値提案を行うことで、お客様満足度を向上させるとともに、お客様との継続的な関係の強化に取り組んでまい
ります。スマートフォンの値上がりによる買い替えサイクルが長期化しているなか、店舗外での販売イベントを
引き続き推進し、顧客数の拡大に注力しつつ、付加価値の高い商材を拡充してまいります。

　法人営業部門においては、今まで以上に社内連携を推し進め、グループとしての総合提案力を生かしたアップセ
ル・クロスセルの実現を目指し、また、新たな商品・サービスの開拓を通じ、新規顧客の開拓に取り組むととも
に、 顧客基盤の安定化による収益基盤の強化を行ってまいります。

②イメージング事業におきましては、ＦＣ加盟店の長期店舗経営継続のため、経営の安定化に向けた施策、新商品
ならびにサービスの開発などの取り組みを行い、引き続き、当社とフランチャイズ加盟店との強いパートナーシ
ップを築いてまいります。

　店舗の立地を活かしてお客様との接点を増やし、新しい商品やサービスの開発に役立てていきます。また、DIY
クラフトキット『つくるんです®』におきましては、新ラインナップの投入や、継続的な情報発信により、知名
度とブランド認知向上に努めてまいりました。引き続き、お客様からの課題の傾聴と適切な提案により、顧客と
の更なる関係強化を図ってまいります。

　また、“オンライン会議のための個室空間”パーソナル・ミーティング・ボックス「One-Bo（ワンボ）」の販売
体制と製品ラインナップの強化を図ってまいります。

③事業の立ち上げ期に入るアパレル、グランピングなど、時代の変化を機敏にとらえ、当社の知見を活かした商
品、サービスの開発ならびに新たな収益の柱になり得る事業の創出を積極的に取り組んでまいります。

④継続的に事業を展開していくため、グループ全体の内部統制の充実と事業リスクへの対応が必要不可欠と考え、
当社グループを取り巻くあらゆるステークホルダーの期待に応えられるよう、コーポレートガバナンスへの積極
的な取り組みを通じて、企業価値の向上に繋げ、内部統制の充実と事業リスクへの対応に注力してまいります。

⑤SDGs（持続可能な開発目標）に関連する社会的課題の解決に向け、多角的な取り組みを検討するなかで、当社
グループの成長と課題の解決を両立する事業の創出を目指すとともに、持続可能な社会の実現に貢献してまいり
ます。
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(5) 主要な事業内容（2024年３月31日現在）

報告セグメントの名称 主な取扱商品・サービス 主要な会社

イメージング事業
デジタルプリントサービス
写真関連商材
写真撮影サービス

当社
㈱ストアクロス

㈱プラザクリエイト
モバイル事業 携帯端末

　当社グループは、当社および子会社２社により構成されており、製品・サービス別の事業活動を展開しておりま
す。事業内容は、プリントショップの経営およびフランチャイズの展開ならびにＷｅｂサイトを運営し、デジタル
プリントサービスおよび写真関連商材等の販売を営むイメージング事業、携帯端末等の販売を営むモバイル事業と
しております。
　当社グループの主要製品・サービスの事業活動は次のとおりであります。

(6) 主要な営業所および工場 （2024年３月31日現在）
本社 東京都中央区
営業所 仙台、東京、大阪
生産センター 埼玉県和光市
ロジスティックセンター
テクノセンター

埼玉県朝霞市
埼玉県所沢市
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(7) 使用人の状況（2024年３月31日現在）

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

イメージング事業 103名 7名減
モバイル事業 456名 61名減

合 計 559名 68名減

使　用　人　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数

10名 0名 47歳 14.7年

① 企業集団の使用人の状況

(注) １. 使用人数は就業人員であり、臨時従業員は含んでおりません。
２. イメージング事業の使用人数が前連結会計年度末と比べて、7名減少しましたのは、直営店の閉店による店舗数の減少、および直営店舗のフ

ランチャイズ化などによるものであります。
３. モバイル事業の使用人数が前連結会計年度末と比べて、61名減少しましたのは、採用の減少および配置転換などによるものであります。

② 当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業人員であり、臨時従業員数は含んでおりません。

(8) 主要な借入先の状況（2024年３月31日現在）

借　入　先 借　入　額

株式会社みずほ銀行 1,307百万円
株式会社三井住友銀行 1,153百万円
株式会社商工組合中央金庫 926百万円
株式会社きらぼし銀行 897百万円
三井住友信託銀行株式会社 843百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 当社の株式に関する事項

① 発行可能株式総数 8,301,754株

② 発行済株式の総数 2,767,251株

③ 株主数 2,742名

株　主　名 持　株　数 持　株　比　率

株式会社中部写真 922,800株 38.25％
富士フイルム株式会社 451,800株 18.72％
ソフトバンク株式会社 270,000株 11.19％
大島康広 174,844株 7.24％
MSIP CLIENT SECURITIES
(常任代理人 モルガン・スタンレーMUFG証券㈱) 93,180株 3.86％

株式会社みずほ銀行
(常任代理人 株式会社日本カストディ銀行) 54,240株 2.24％

キヤノンマーケティングジャパン株式会社 30,000株 1.24％
徳力精工株式会社 24,000株 0.99％
プラザクリエイト役員持株会 16,740株 0.69％
株式会社浅沼商会 16,200株 0.67％

(1) 株式の状況（2024年３月31日現在）

④ 上位10名の株主

(注) １．当社は、自己株式を354,942株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．2023年10月１日付で普通株式５株を１株とする株式併合を実施し、これに伴い発行可能株式総数を41,508,774株から8,301,754株に変

更しております。
４．2023年10月１日付で普通株式５株を１株とする株式併合を実施したことにより、発行済株式の総数は、前期末に比べ11,069,007株減少し

ております。

(2) 新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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3 当社の会社役員に関する事項
(1)取締役の状況（2024年３月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 大　島　康　広 株式会社ストアクロス 取締役

取締役 新　谷　隼　人
株式会社プラザクリエイト 代表取締役社長
ソウゾウ事業本部管掌 イメージング事業本部管掌 システム本部管掌
株式会社ストアクロス 代表取締役社長

取締役 堤　　　俊　之
当社経営本部管掌
株式会社プラザクリエイト 取締役
株式会社ストアクロス 取締役

取締役（監査等委員・常勤） 木　下　拓　士 株式会社プラザクリエイト 常勤監査役
株式会社ストアクロス 常勤監査役

取締役（監査等委員） 村　田　真　一

弁護士
シュッピン株式会社社外取締役
株式会社クロスフォー社外取締役（監査等委員）
株式会社ＪＭＣ社外監査役
株式会社坪田ラボ社外監査役

取締役（監査等委員） 林　　　公　一
公認会計士、税理士
株式会社アタックス代表取締役
ＣＫＤ株式会社社外取締役

(注) １. 取締役（監査等委員・常勤）木下拓士氏は、当社グループの要職を歴任しております。
２. 取締役（監査等委員）村田真一氏および林公一氏は社外取締役であります。

・村田真一氏は、弁護士として会社法務・労務問題に豊富な知識･経験等を有しております。
・林公一氏は、公認会計士および税理士であり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

３. 当社は、取締役（監査等委員）村田真一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４. 当社は、取締役会以外の重要な会議への出席を継続的・実効的に行うなど、情報収集や監査の実効性を高めることを目的として、常勤の監

査等委員を置いております。
５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる株主代

表訴訟、会社訴訟、第三者訴訟の損害および費用を当該保険契約により塡補することとしております。当社の取締役は、当該保険契約の被
保険者に含められることとなります。保険料の一部は、取締役全員が負担しております。その配分は、取締役会および監査等委員会の協議
により、報酬に比例した分担方法としております。

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、監査等委員 木下拓士、村田真一、および林公一の３氏との間で、会社法第423条第１項の賠償責任に
ついて、法令に定める要件に該当する場合は、当該賠償責任を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額に限
定する旨の契約（責任限定契約）を締結しております。
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区　分 報酬の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる役員の

員数基本報酬 業績連動
報酬等 非金銭報酬等

取締役
（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

64百万円
（―）

64百万円
（―） ― ― ５名

（―名）

取締役
(監査等委員）

（うち社外取締役）
８百万円

（３百万円）
８百万円

（３百万円） ― ― ３名
（２名）

合　　計 72百万円 72百万円 ― ― 8名

(3) 取締役の報酬等
イ. 役員の報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2023年６月29日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、「取締
役」という。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について報酬等の内容の決定方法および決定さ
れた報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿う
ものであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．基本報酬に関する方針
役員の報酬等の額又はその算出方法の決定に関する方針は、連結会計年度ごとに業績等を考慮して取締役なら
びに監査等委員が協議して決定しております。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針
該当事項はありません。

ｃ．非金銭報酬等に関する方針
該当事項はありません。

ｄ．報酬等の割合に関する方針
当社の役員の報酬等には業績連動報酬等は含まれておりませんので、該当事項はありません。

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額等
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(注) １. 取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、「取締役」という。）の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま
せん。

２. 取締役の報酬限度額は、2018年６月28日開催の第31回定時株主総会において年額150百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）
と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名です。

３. 監査等委員の報酬限度額は、2018年６月28日開催の第31回定時株主総会において年額30百万円以内と決議いただいております。当該株主
総会終結時点の監査等委員の員数は３名（うち社外取締役は２名）です。

４. 当社の取締役の報酬等の額又は、その算定方法に関する方針の決定権限を有する者は、代表取締役大島康広であり、株主総会で決議された
報酬総額の範囲内において、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案して決定しております。
監査等委員の報酬等は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、常勤、非常勤の別、業務分担の状況を考慮して、監査等委員の
協議により決定しております。

５. 取締役会は、代表取締役大島康広に対し、各取締役の基本報酬の額および社外取締役を除く各取締役の担当部門の業績等を踏まえた賞与の
評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取
締役が適していると判断したためであります。

ハ. 当事業年度において支払った役員慰労金
該当事項はありません。

ニ. 社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた役員報酬等の総額
該当事項はありません。
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氏　名
取締役会 監査等委員会

出席回数 開催回数 出席回数 開催回数

監査等委員 村　田　真　一 11回 11回 10回 10回

監査等委員 林　　　公　一 11回 11回 10回 10回

(4) 社外役員に関する事項
① 当社と重要な兼職先との関係

特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
イ. 取締役会、監査等委員会への出席状況

ロ. 取締役会および監査等委員会における発言状況および期待される役割に関して行った職務の概要
監査等委員村田真一氏は、弁護士として法曹界における豊富な経験と法律の専門家として、その専門的な
立場から取締役会では、監督、助言等を行うなど、積極的に意見を述べており、意思決定の妥当性・適正
性を確保するための適切な役割を果たしております。
監査等委員林公一氏は、公認会計士として豊富な経験と財務・会計の専門家として、取締役会では当該視
点から積極的に意見を述べており、当社の会計監査人以外の監査法人出身者として、独立した立場から内
部監査部門や監査等委員会への適宜必要な助言をいただきました。
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4 会計監査人に関する事項

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35百万円

(1) 会計監査人の名称
東陽監査法人

(2) 報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積もりの算出根拠等が適切であるかどうかについて
必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査人
の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき株主総会の会議の目的とすること
といたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ、改善する
見込みがないと判断した場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査
等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告いたします。

(4) 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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5 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
　当社は、取締役会において、内部統制システム構築の基本方針について次のとおり決議しております。
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保する
ための体制についての決定内容の概要、および運用状況の概要は以下のとおりであります。

Ⅰ．取締役および使用人の業務執行が法令および定款に適合することその他業務の適正を確保するための体制
1．取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
1）当社代表取締役社長は、コンプライアンス担当の取締役を任命し、当該取締役の指揮・監督のもと『プラザ
クリエイトグループ行動憲章』に基づきコンプライアンス体制の確立・進展に努める。

2）当社グループ取締役および執行役員は、当社グループの事業に適用される法令等を識別し、その要求事項を
関係部門・グループ各社に周知徹底することにより、当社グループを横断するコンプライアンス体制の整備
および問題点の把握と解決に努める。

3）当社代表取締役社長直属の内部監査室を設け、内部監査室長を監査責任者として当社グループを対象とした
内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長および常勤監査等委員ならびに関係部門に適宜報告する。

4）法令違反や不正行為等の発生、またはそのおそれのある状況を発見した場合に、相談や通報を受け付けるグ
ループ内部通報窓口を社内に設置するとともに、通報者に対する不利益な取扱いを禁止する。

5）財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関連法令に基づき、有効かつ適切な内部統制の
整備および運用する体制の構築に努めるとともに、その体制について適正に機能することを継続的に評価し
必要な是正措置をおこなう。

6）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは、断固として対決するとの基本姿勢を
『プラザクリエイトグループ行動憲章』に定め、その周知徹底をはかるとともに、反社会的勢力排除のため
の仕組みの整備に努める。

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　当社グループの取締役の職務執行に係る情報については、法令および社内規程に基づき、書面又は電磁的媒体
に記録し、適切に保存管理するとともに、必要に応じて取締役および監査等委員が閲覧可能な状態を維持する。
3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1）当社グループの事業活動の全般に係るリスクの管理については、当社代表取締役社長を委員長とする
CP&RM（コンプライアンス＆リスク管理）委員会を設置し、社内規程およびガイドラインに基づきグルー
プ全体のリスク管理ならびにグループ各社の業務執行に係るリスクの管理にあたる。
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2）当社グループの部門長は、取締役および執行役員と連携のうえ、自部門において内在するリスクを把握・分
析・評価し、適切な対策を実施するとともに、管理状況を監督する。

3）内部監査室長は、定期的にリスク対策等の状況を検証し、その結果を取締役会に報告する。
4．取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制
1）当社は、取締役会を原則として月1回開催するとともに、必要に応じて適宜臨時に開催し、法令又は定款で
定める事項および経営上の重要事項の決定、ならびに各取締役の業務執行状況の監督等をおこなう。当社グ
ループ各社においても、定期的に取締役会を開催し、経営上の重要な項目について意思決定をおこなうとと
もに、業務執行上の重要課題について報告・検討する。

2）当社グループの取締役、執行役員および常勤監査等委員で構成する会議体を原則として毎週1回開催し、意
思決定および業務執行状況の監督が迅速かつ効果的におこなわれるよう情報の共有に努める。

5．当社およびその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
1）当社グループ各社に当社取締役および常勤監査等委員を配置し、当社グループを管理する。当社グループ取
締役は、業務および職務執行等の状況を定期的に当社取締役会に報告する。

2）関係会社管理規程に基づき、グループ各社の経営内容を的確に把握するため、重要な事項については当社取
締役会に報告する。

3）当社と整合性のある社内規程類を整備するとともに、当社管理部門がグループ各社の管理機能を補完するこ
とで、当社グループ一体となった内部統制環境の構築運用に努める。

Ⅱ．監査等委員会監査が実効的におこなわれることを確保するための体制
1．監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役は監査等委員会の同意を得て補
助使用人を置く。

2．前項の使用人の取締役からの独立性および監査等委員会の当該使用人に対する実効性確保に関する事項
　補助使用人は、監査等委員または監査等委員会の指揮命令にしたがい、その職務の遂行にあたる。補助使用人
に対する人事異動・人事評価・懲戒処分等については、監査等委員会の同意を得る。
3．監査等委員会への報告に関する体制
1）当社は、常勤監査等委員に対して当社グループにおける稟議決裁書その他の重要書類を回付するとともに、
監査等委員からの要請がある場合は直ちに関係書類・資料等を提出する。

2）当社グループの従業員等は、監査等委員から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、的確
かつ速やかに対応する。
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3）内部監査室長は、内部監査、内部統制評価、内部通報等の結果、その他当社グループにおけるコンプライア
ンス上の重要な事項について、遅滞なく常勤監査等委員に報告する。

4．監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制
　当社は、監査等委員への報告をおこなった当社グループの従業員等に対し、当該報告をしたことを理由として
不利な取扱いをすることを禁止するとともに、その旨を当社グループの従業員等に周知徹底する。

5．監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
1）当社は、監査等委員の通常の業務執行の範囲で生ずる費用に関して、監査計画に基づき予算を計上し、経費
支出をおこなう。

2）前号以外で、監査等委員がその職務執行について当社に対し費用の前払い又は償還等を請求したときは、当
該監査等委員の職務の執行に必要でないと証明した場合を除き、すみやかに当該費用又は債務を処理する。

6．その他監査等委員会の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制
1）内部監査室は、各事業年度の内部監査計画について常勤監査等委員と協議するとともに、内部監査結果等に
ついて協議および意見交換するなど、密接な情報交換および連携をはかる。

2）監査等委員は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士・公認会計士・税理士・コンサルタントそ
の他の外部専門家を独自に起用することができる。

Ⅲ．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社グループは、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初から、内部統制システムの
整備および運用状況について継続的に確認し調査を実施しており、取締役会にその内容を報告しております。な
お、当連結会計年度に実施した当社グループにおける内部統制システムの主な運用状況は以下のとおりでありま
す。
①コンプライアンス、およびリスク管理体制の強化に関する取組み
　当社グループにおけるコンプライアンス、およびリスク管理体制の強化に関する取組みについては、
「CP&RM（コンプライアンス＆リスク管理）委員会」を開催し、コンプライアンスの審議および改善策等の提案
を行い、リスク管理体制の強化については、当社グループから報告された各種リスクについて迅速かつ適切な対応
を行いました。
②内部監査の実施状況について
　内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社グループにおける業務の適正性や法令遵守状況等に関する内
部監査を実施いたしました。
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6 会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。
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連結計算書類

連結貸借対照表（2024年３月31日現在） (単位：千円)

科目 当期 （ご参考）前期 科目 当期 （ご参考）前期

資産の部 負債の部
流動資産
現金及び預金
売掛金
商品及び製品
原材料及び貯蔵品
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
建設仮勘定
その他
無形固定資産
のれん
リース資産
その他
投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
敷金及び保証金
その他
貸倒引当金　

6,617,713
1,239,518
1,961,016
2,210,669
230,655
647,284
328,568

－
4,409,532
2,902,822
1,004,034
77,078

1,511,248
70,881
25,302
214,275
148,900
45,614

0
103,286
1,357,809
47,655
116,227

－
1,047,066
226,138
△79,280　

6,791,507
1,172,613
1,834,685
2,406,858
216,841
929,372
249,194
△18,058
4,889,839
3,239,102
1,115,764
91,659

1,511,248
91,434
216,213
212,780
283,182
121,586

23
161,572
1,367,555
44,187
46,798
2,609

1,187,143
99,106

△12,290　

流動負債 5,614,675 5,574,449
買掛金 1,271,200 1,518,767
未払金 502,517 445,251
短期借入金 3,334,403 3,180,803
リース債務 23,057 55,262
未払法人税等 5,446 5,694
賞与引当金 107,854 118,270
その他 370,196 250,398

固定負債 3,165,709 3,796,247
長期借入金 2,778,088 3,321,992
リース債務 53,360 76,229
繰延税金負債 27,611 32,668
退職給付に係る負債 26,052 37,680
資産除去債務 129,402 148,035
長期預り保証金 151,194 179,641

負債合計 8,780,385 9,370,697
純資産の部
株主資本 2,237,741 2,307,197
資本金 100,000 100,000
資本剰余金 1,228,511 1,228,496
利益剰余金 1,526,301 1,588,311
自己株式 △617,071 △609,610

その他の包括利益累計額 9,119 3,452
その他有価証券評価差額金 9,119 3,452

純資産合計 2,246,861 2,310,649
資産合計 11,027,246 11,681,346 負債純資産合計 11,027,246 11,681,346
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2023年４月1日から2024年３月31日まで） (単位：千円)
科目 当期 （ご参考）前期

売上高 17,638,340 19,127,029
売上原価 11,345,058 12,583,511
売上総利益 6,293,282 6,543,517
販売費及び一般管理費 6,074,519 6,451,609
営業利益 218,763 91,908
営業外収益 143,793 106,923
受取利息及び配当金 5,110 7,244
協賛金収入 954 5,787
助成金収入 83,388 4,523
償却債権取立益 19,314 5,600
為替差益 － 16,707
物品売却益 4,065 18,899
その他 30,960 48,159

営業外費用 104,768 79,589
支払利息 55,271 56,767
シンジケートローン手数料 10,000 10,000
為替差損 3,550 －
貸倒引当金繰入額 24,000 －
その他 11,946 12,821

経常利益 257,788 119,243
特別利益 29,655 18,091
固定資産売却益 29,655 18,091

特別損失 228,667 312,216
減損損失 196,744 249,563
店舗閉鎖損失 14,143 18,100
投資有価証券評価損 1,003 35,551
その他 16,776 9,000

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△） 58,776 △174,881
法人税、住民税及び事業税 5,446 5,694
法人税等調整額 △5,445 23,789
当期純利益又は当期純損失（△） 58,775 △204,365
親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株
主に帰属する当期純損失（△） 58,775 △204,365

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2023年４月１日　残高 100,000 1,228,496 1,588,311 △609,610 2,307,197
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △120,785 △120,785
親会社株主に帰属する
当期純利益 58,775 58,775

自己株式の取得 △7,530 △7,530
自己株式の処分 15 69 85
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 15 △62,010 △7,461 △69,455
2024年３月31日　残高 100,000 1,228,511 1,526,301 △617,071 2,237,741

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括
利益累計額合計

2023年４月１日　残高 3,452 3,452 2,310,649
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △120,785
親会社株主に帰属する
当期純利益 58,775

自己株式の取得 △7,530
自己株式の処分 85
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 5,666 5,666 5,666

連結会計年度中の変動額合計 5,666 5,666 △63,788
2024年３月31日　残高 9,119 9,119 2,246,861
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（ご参考：2022年４月１日から2023年３月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2022年４月１日　残高 100,000 1,228,496 1,914,109 △582,698 2,659,906
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △121,432 △121,432
親会社株主に帰属する
当期純損失（△） △204,365 △204,365

自己株式の取得 △26,911 △26,911
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）
連結会計年度中の変動額合
計 － － △325,798 △26,911 △352,709

2023年３月31日　残高 100,000 1,228,496 1,588,311 △609,610 2,307,197

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括
利益累計額合計

2022年４月１日　残高 22,541 22,541 2,682,448
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △121,432
親会社株主に帰属する
当期純損失（△） △204,365

自己株式の取得 △26,911
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） △19,089 △19,089 △19,089

連結会計年度中の変動額合計 △19,089 △19,089 △371,798
2023年３月31日　残高 3,452 3,452 2,310,649
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表（2024年３月31日現在） (単位：千円)

科目 当期 （ご参考）前期 科目 当期 （ご参考）前期
資産の部 負債の部
流動資産

現金及び預金

売掛金

前渡金

前払費用

未収入金

その他

固定資産

有形固定資産

建物

車両運搬具

工具、器具及び備品

土地

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社長期貸付金

繰延税金資産

敷金及び保証金

その他

貸倒引当金　

456,222

230,972

－

－

5381

218,616

1,251

7,864,019

59,419

7,817

3,732

7,669

40,200

3,981

869

3,111

7,800,618

47,655

9,510,979

－

30,350

47,211

△1,835,578　

1,076,292

449,546

83,160

3,995

4,865

533,307

1,418

7,589,985

65,349

9,210

5,925

10,013

40,200

4,673

1,562

3,111

7,519,962

44,187

9,290,979

2,609

30,350

44,175

△1,892,339　

流動負債 3,464,687 3,233,348
短期借入金 1,700,000 1,700,000
１年内返済予定長期借入金 1,610,403 1,468,803
未払金 49,517 42,207
未払費用 34,833 1,562
未払法人税等 1,210 1,210
預り金 36,526 12,396
賞与引当金 2,576 2,591
その他 29,620 4,576

固定負債 2,530,069 3,043,524
長期借入金 2,520,088 3,033,992
繰延税金負債 159 －
資産除去債務 9,821 9,532

負債合計 5,994,757 6,276,872
純資産の部
株主資本 2,316,365 2,385,952
資本金 100,000 100,000
資本剰余金 1,228,511 1,228,496
資本準備金 265,346 265,346
その他資本剰余金 963,165 963,149

利益剰余金 1,604,925 1,667,067
その他利益剰余金 1,604,925 1,667,067
繰越利益剰余金 1,604,925 1,667,067

自己株式 △617,071 △609,610
評価・換算差額等 9,119 3,452
その他有価証券評価差額金 9,119 3,452
純資産合計 2,325,484 2,389,405

資産合計 8,320,241 8,666,278 負債純資産合計 8,320,241 8,666,278
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで） (単位：千円)

科目 当期 （ご参考）前期

売上高 223,889 459,040

売上総利益 223,889 459,040

販売費及び一般管理費 296,655 292,790

営業利益又は営業損失(△) △72,765 166,250

営業外収益 187,484 186,707

受取利息及び配当金 116,187 180,821

貸倒引当金戻入額 56,761 －

その他 14,536 5,885

営業外費用 54,324 496,797

支払利息 50,279 50,990

貸倒引当金繰入額 － 441,723

その他 4,045 4,084

経常利益又は経常損失(△) 60,394 △143,840

特別利益 233 5,709

   固定資産売却益 233 －

   投資有価証券売却益 － 5,709

特別損失 1,003 35,551

投資有価証券評価損 1,003 35,551

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 59,624 △173,682

法人税、住民税及び事業税 1,210 1,210

法人税等調整額 △ 229 29,340

当期純利益又は当期純損失(△) 58,643 △204,232
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

2023年４月１日　残高 100,000 265,346 963,149 1,228,496 1,667,067 1,667,067 △609,610 2,385,952

事業年度中の変動額
剰余金の配当 △120,785 △120,785 △120,785
当期純利益 58,643 58,643 58,643
自己株式の取得 △7,530 △7,530
自己株式の処分 15 15 69 85
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 － － 15 15 △62,141 △62,141 △7,461 △69,587
2024年３月31日　残高 100,000 265,346 963,165 1,228,511 1,604,925 1,604,925 △617,071 2,316,365

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証

券評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2023年４月１日　残高 3,452 3,452 2,389,405
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △120,785
当期純利益 58,643
自己株式の取得 △7,530
自己株式の処分 85
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 5,666 5,666 5,666

事業年度中の変動額合計 5,666 5,666 △63,920
2024年３月31日　残高 9,119 9,119 2,325,484
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（ご参考：2022年４月１日から2023年３月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

2022年４月１日　残高 100,000 265,346 963,149 1,228,496 1,992,732 1,992,732 △582,698 2,738,529
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △121,432 △121,432 △121,432
当期純損失（△） △204,232 △204,232 △204,232
自己株式の取得 △26,911 △26,911
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 － － － － △325,665 △325,665 △26,911 △352,576
2023年３月31日　残高 100,000 265,346 963,149 1,228,496 1,667,067 1,667,067 △609,610 2,385,952

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証

券評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2022年４月１日　残高 22,541 22,541 2,761,071

事業年度中の変動額
剰余金の配当 △121,432
当期純損失（△） △204,232
自己株式の取得 △26,911
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △19,089 △19,089 △19,089

事業年度中の変動額合計 △19,089 △19,089 △371,665
2023年３月31日　残高 3,452 3,452 2,389,405
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告

指 定 社 員 公認会計士 田 中 章 公業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 安 達 博 之業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2024年５月28日

株式会社プラザホールディングス
　　取　締　役　会　御中　　

東陽監査法人
東京事務所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社プラザホールディングスの2023年４月１日から2024年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プラザ
ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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指 定 社 員 公認会計士 田 中 章 公業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 安 達 博 之業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2024年５月28日

株式会社プラザホールディングス
　　取　締　役　会　御中　　

東陽監査法人
東京事務所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社プラザホールディングスの2023年４月１日から2024年
３月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2023年4月1日から2024年3月31日までの第37期事業年度における取締役の職務の執行を監査いたしまし

た。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①　監査等委員会が定めた、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締

役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、常勤の監査等委員が子会社の

監査役を兼務しており、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告

を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(企業会計審議

会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　2024年５月27日

株式会社プラザホールディングス　監査等委員会

常勤監査等委員 木 下 拓 士 ㊞
監査等委員 村 田 真 一 ㊞
監査等委員 林 　 公 一 ㊞

　
　　（注）監査等委員村田真一及び林公一は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第1号議案 剰余金処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
およびその総額

当社普通株式1株につき金 5０円
配当総額 120,615,450円

剰余金の配当が効力を生じる日 2024年６月28日

　当社は、株主の皆様へ安定した利益還元を行うことを最重要課題のひとつと考えており、経営成績、財政状態、配
当性向および将来の事業展開のための内部留保の配分を基本方針としております。

　当期の期末配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり普通配当50円とさせていただきたく存じます。当
社は、株主の皆様へ安定した利益還元を行うことを最重要課題のひとつと考えており、経営成績、財政状態、配当性
向および将来の事業展開のための内部留保の充実など、バランスを総合的に勘案して成果の配分を行うことを基本方
針としております。

　期末配当に関する事項
当期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案し、以下のとおりといたしたいと
存じます。
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第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）3名選任の件

候補者番号

1
　

おお

大
 

 
しま

島
 

　
やす

康
 

 
ひろ

広（昭和38年12月15日生）
所有する当社の株式数………………… 189,826株

取締役会出席状況…………………………11/11回
　

再 任
　

[略歴、地位、担当および重要な兼職の状況]
    1988年    3 月 当社設立代表取締役社長（現任）
    1997年    8 月 ㈱中部写真代表取締役社長（現任）
    2005年    6 月 ㈱５５ステーション管財人
    2006年    1 月 ㈱５５ステーション代表取締役社長
    2007年    4 月 ㈱プラザクリエイトモバイリング代表取締役社長
    2007年    6 月 ㈱プラザハート代表取締役社長

    2008年    6 月 ㈱プラザクリエイトモバイリング代表取締役会長
    2010年    6 月 ㈱プラザクリエイトイメージング代表取締役社長
    2013年    3 月 ㈱プラザクリエイトスタッフサービス（現:㈱ストアク

ロス）代表取締役
    2017年    10月 ㈱プラザクリエイト代表取締役社長

2022年7月 ㈱ストアクロス取締役（現任）

取締役候補者とした理由
1988年に当社を設立し、当社代表取締役に就任して以来、「１枚の写真から」をキーワードとして長年に亘りグループ全
体の経営の指揮を執り、企業価値の向上に貢献しております。当社代表取締役として、これまでの幅広い分野における経験
と知見を活かし、経営の意思決定を適切に行っております。当社のさらなる企業価値創造へ活かしたく、引き続き取締役と
して選任をお願いするものであります。
　

候補者番号

2
　

しん

新
 

 
たに

谷
 

　
はや

隼
 

 
と

人（昭和61年６月15日生）
所有する当社の株式数………………… 152株
取締役会出席状況…………………………11/11回

　
再 任

　
[略歴、地位、担当および重要な兼職の状況]
    2017年    4 月 ㈱リクルート　大阪市場開発グループ

（リテール新規開発組織）　マネージャー
    2018年    9 月 同社　オンボード推進グループ

（カスタマー・サクセス領域）　マネージャー
    2019年    5 月 ㈱プラザクリエイト入社
2020年    4 月 ㈱プラザクリエイト取締役　兼　ソウゾウ事業本部長
2021年    4 月 ㈱プラザクリエイト常務取締役　兼　ソウゾウ事業本部長

2021年6月 当社取締役（現任）
　　　　　　　㈱プラザクリエイト　ソウゾウ事業本部管掌（現任）
2022年7月 ㈱プラザクリエイト代表取締役社長（現任）
　　　　　　　㈱ストアクロス代表取締役社長（現任）
　　　　　　　㈱プラザクリエイト　イメージング事業本部 兼 システ

ム本部管掌（現任）

取締役候補者とした理由
当社グループの㈱プラザクリエイトの代表取締役として、多岐にわたる業務執行経験と新規事業の創出の実績を有し、当社
グループのコーポレートビジョン「みんなの広場をつくる。」を体現してまいりました。社内外問わず積極的な対人コミュ
ニケーションを図り、ダイバーシティの実現や人材戦略の推進に尽力しております。多くの経歴を通じて培った高い見識が
当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものです。
　

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案について同じ。）3名全員が本総会終結の時をもって任期満
了となります。つきましては、取締役3名の選任をお願いするものであります。なお、本議案に関しては監査等委員
会において検討されましたが、特段指摘すべき事項はございませんでした。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号

3
　

つつみ

堤　　
とし

俊
 

 
ゆき

之 （昭和50年8月13日生）
所有する当社の株式数………………… 312株
取締役会出席状況…………………………９/11回

　
再 任

　
[略歴、地位、担当および重要な兼職の状況]
2006年12月 ㈱プラザクリエイト入社
2018年７月 当社財務経理部長（現任）
2021年６月 当社執行役員

2023年6月 当社取締役（現任）
2023年7月 当社経営本部管掌（現任）
　　　　　　　㈱ストアクロス取締役（現任）

取締役候補者とした理由
長年にわたり当社グループの財務経理、経営企画、内部統制の職務を担当。当社グループの経営に関する豊富な経験と知識
を有しており、その職責を適切に果たしております。能力ならびに経験と知識を実効性高く当社グループの経営全般を牽引
することができると判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものです。
　

(注) １. 取締役候補者新谷隼人氏は、㈱プラザクリエイトの代表取締役社長を兼務しており、当社は同社と資金貸付等の取引関係があります。その
他の候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

２．所有する当社株式の数には、役員持株会、および従業員持株会を通じて所有している持分を含めた実質所有株式数を記載しております。
３．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、
事業報告に記載のとおりです。取締役候補者の選任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該
保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第3号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

候補者番号

1
　

きの

木
 

 
した

下
 

　
たく

拓
 

 
お

士（昭和35年11月3日生）
所有する当社の株式数………………… 965株
取締役会出席状況…………………………11/11回

　
再 任

　
[略歴、地位、担当および重要な兼職の状況]
    1994年    8 月 当社入社
    2006年    4 月 ㈱プラザハート　取締役　営業本部長
    2010年    4 月 ㈱フォトネット　事業部長

    2014年    6 月 ㈱プラザクリエイト　LED事業部長
    2018年    4 月 ㈱プラザクリエイト　法人営業部長

2020年 7月 当社取締役常勤監査等委員（現任）
　　　　　　　㈱プラザクリエイト常勤監査役（現任）
　　　　　　　㈱プラザクリエイトスタッフサービス（現:㈱ストアク

ロス）常勤監査役（現任）

監査等委員である取締役候補者とした理由
長年にわたり当社グループの要職を歴任。幅広い業務に携わり、これらの職務を通じて培ったキャリアが、特に当社経営の
監督機能強化等に貢献していただけると判断し、引き続き取締役監査等委員として選任をお願いするものであります。
　

候補者番号

2
　

むら

村
 

 
た

田
 

　
しん

真
 

 
いち

一（昭和43年３月７日生）
所有する当社の株式数………………… 0株
取締役会出席状況…………………………11/11回

　
再 任

　
[略歴、地位、担当および重要な兼職の状況]
    1995年    4 月 弁護士登録（第二東京弁護士会）

兼子・岩松法律事務所入所
    2012年    6 月 当社社外監査役
    2015年    3 月 ㈱ＪＭＣ社外監査役（現任）

    2015年    6 月 シュッピン㈱社外取締役（現任）
    2018年６月 当社社外取締役監査等委員（現任）
2020年６月 ㈱坪田ラボ社外監査役（現任）
2023年10月 ㈱クロスフォー社外取締役監査等委員（現任）

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
2012年6月から当社社外監査役を務め、弁護士としての長年の経験と幅広い見識を有し、特に法律について専門的な観点
から社外取締役として、当社の経営について客観的、中立的な監査を遂行していただいております。過去に社外役員となる
こと以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありませんが、引き続き経営の監督機能の強化等に貢献していただけると
判断し、社外取締役監査等委員として選任をお願いするものであります。
　

　本定時株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名全員が任期満了となります。
　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関してはあらかじめ監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号

3
　

はやし

林
 

 
 

　
 

　
こう

公
 

 
いち

一（昭和39年10月28日生）
所有する当社の株式数………………… 0株
取締役会出席状況…………………………11/11回

　
再 任

　
[略歴、地位、担当および重要な兼職の状況]
    1997年    3 月 公認会計士登録
    2008年    4 月 税理士登録
    2010年    1 月 ㈱アタックス代表取締役（現任）

    2010年    6 月 ＣＫＤ㈱社外監査役（現任）
    2013年    6 月 当社社外監査役
    2018年    6 月 当社社外取締役監査等委員（現任）

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
2013年6月から当社社外監査役を務め、公認会計士、税理士として、高度な専門知識と豊富な経験を有し、特に財務・会
計の専門家として、独立した立場から積極的に発言していただくなど、適切に業務を遂行していただいております。引き続
き、経営の監督機能の強化等に貢献していただけると判断し、社外取締役監査等委員として選任をお願いするものでありま
す。
　

(注) １. 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２. 村田真一氏、および林公一氏は社外取締役の候補者であります。
（注）村田真一氏、および林公一氏の当社取締役（監査等委員）としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年であります。
３. 当社は、村田真一氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員（社外取締役）として同取引所に届け出ておりますが、原案どおり選任さ
れた場合、引き続き独立役員（社外取締役）として届け出る予定です。

４. 所有する当社株式の数には、役員持株会を通じて所有している持分を含めた実質所有株式数を記載しております。
５．当社は、監査等委員　木下拓士、村田真一、および林公一の３氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額と
しております。なお、同氏らの再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

６．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、
事業報告に記載のとおりです。監査等委員である取締役候補者の選任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなり
ます。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以上
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会　場 KABUTO ONE　HALL&CONFERENCE　4階　ホールB
東京都中央区日本橋兜町7番1号　電話（03）6231-0567

交　通

❶東京メトロ日比谷線・東西線
「茅場町」駅 出口11 徒歩30秒

❷東京メトロ銀座線・東西線、都営浅草線
「日本橋」駅 D2出口 徒歩2分

❸JR線、東京メトロ丸ノ内線
「東京」駅 八重洲北口 徒歩12分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

定時株主総会会場ご案内図

マンダリン
オリエンタル 東京

日本銀行

COREDO 室町

COREDO 日本橋

KABUTO ONE

日本橋高島屋

丸善 日本橋店

シャングリ・ラ ホテル 東京
ホテルメトロポリタン丸の内

東京駅 八重洲北口

出口
11

永代通り

外
堀
通
り

中
央
通
り

昭
和
通
り

平
成
通
り

日本橋三越本店

日本橋
郵便局 東京証券取引所

東京証券会館

茅場町駅
D2出口

日本
橋川

三越前駅

日本橋駅

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。


